総政第13号様式
（第３条第２項、第５条第１項、第14条）
 eq \o\ad(融資機関の損失発生状況調書,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)融資機関の損失発生状況調書
　１　総括表
	損失補償の対象

となる原因区分
	業種別
	融資機関名
	当初融資額
Ａ
	当　初　融　資　額　の　内　訳
	 eq \o\ad(損失補償請求権,　　　　　　　　)損失補償請求権
発生日現在損失額
Ｄ
	損失補償請求日現在損失額
Ｅ

	
	
	
	
	補償対象
融 資 額
（Ａ－Ｃ）
Ｂ
	不　適　正　融　資　額　Ｃ
	
	

	
	
	
	
	
	法　令
違　反
	契　約
違　反
	善管義務欠如
	計
	元本
	約定利息
	延滞利息
	計
	元本
	約定利息
	延滞利息
	計
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	合　　　　　　　　　　　　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	eq \o \ad(\s \up 4(Ｅのうち補償対象から),\s \up-5(控除される額),　　　　　　　　　　　　　)Ｅのうち補償対象から控除される額
Ｆ
	差　引　損　失　額
（Ｅ－Ｆ）
Ｇ
	Ｇのうち補助を受ける者の補償対象損失額
Ｈ
	損失補償を受けない損失額　　（Ｇ－Ｈ）
Ｉ
	Ｈのうち道費補助対象損失額
Ｊ
	備　　　考

	法　令違　反
	契　約違　反
	善管義務欠如
	計
	元本
	約定利息
	延滞利息
	計
	元本
	約定利息
	延滞利息
	計
	元本
	約定利息
	延滞利息
	計
	元本
	約定利息
	延滞利息
	計
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　２　融資機関別損失発生状況
	損失補償の対象となる原因区分
	
	業　　種
	
	融資機関名
	


　　(１)　契約により損失補償の対象となる範囲
　　(２)　損失発生状況
	融　資　先
Ａ
	当 初 融 資
	当　初　融　資　の　内　訳
	最終償

還期日
Ｅ
	損失補償請求権発生日
Ｆ
	損失補償請求権発生日現在損失額
Ｇ
	損失補償
請求日現（　年　月　日）
在損失額　　　　　　　Ｈ
	貸付後の善管義務欠如によりＨから控除される額　Ｉ

	
	年月日
	金額
Ｂ
	補償対象
融資額
（Ｂ－Ｄ）
Ｃ
	不 適 正 融 資 額 Ｄ
	
	
	元本
	約定利息
	延滞利息
	計
	元本
	約定利息
	延滞利息
	計
	

	
	
	
	
	法令違反
	契約違反
	善管義務欠如
	計
	
	
	
	利率
	金額
	利率
	金額
	
	
	
	
	
	

	
	・　・
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	・　・
	・　・
	円
	％
	円
	％
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
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	差　引損失額
（Ｈ－Ｉ）　
Ｊ
	当初融資の不適正によりＪから控除される額
Ｋ
	差　引　損　失　額
（Ｊ－Ｋ）
Ｌ
	Ｌのうち、補助を受けようとする者の補償対象損失額
Ｍ
	損失補償を受けない損失額　　　（Ｌ－Ｍ）
Ｎ
	Ｍのうち、道費補助対象損失額
Ｏ
	備　考

	
	法令違反
	契約違反
	善管義務欠如
	計
	元本
	約定利息
	延滞利息
	計
	元本
	約定利息
	延滞利息
	計
	元本
	約定利息
	延滞利息
	計
	元本
	約定利息
	延滞利息
	計
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	利率
	金額
	
	
	
	
	
	
	
	利率
	金額
	
	

	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	％
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	％
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　(３)　その他
　注　１　この様式は、損失補償に要する経費に係る補助金の交付を申請し、又は当該補助金に関し実績報告をする場合に使用すること。
　　　２　「１総括表」のうち「当初融資額」欄は、契約別に記載すること。
　　　３　「２融資機関別損失発生状況」の項の記載は、次によること。
　　　　(１)　延滞利息については、その計算の基礎となる額の元本、約定利息の別、期間及び利率を別紙に記載すること。
　　　　(２)　法令違反、約定違反又は善管義務欠如により損失の一部を補償対象から控除したときは、その理由及び控除額の算出基礎を別紙に記載すること。
　　　　(３)　その他特記すべき事項があるときは、その事項を記載すること。
